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	「不祥事の防止対策」
最近特に気になりますのが有名な大企業の不祥事とそれに続いて起きている企業の淘汰です。
　一部・二部上場の大企業でもない限り、この対応のために専門部・課を置いたり、従業員一人ひとりを掌握したりするのが困難だと思われます。
　 しかし、会社として経営に当たるものは勿論、従業員の一人ひとりが不正行為をしたり、法に反する行動を取ったりすることだけは阻止しておかねばならないと考えます。
　　会員企業では、どのようにこれらに取組んでおられますか。
　　法令を遵守する、あるいは社会規範を尊重するというコンプライアンスを、根底に置いて企業づくりをめざすのが経営にとっては大切なことと思います。
　　どの会社におかれても、お持ちの企業の使命（ミッション）を表した経営理念にもとづき、行動指針などを策定し明文化したうえで、社内にこれを徹底させることが必要だと思います。
　　経営に携わるトップ層が率先垂範して企業文化として又、組織風土として根づかせるのが、時間が掛かるようでいて最も確実な方法といえます。


◆企業不祥事と社内リスク
　　企業不祥事の最近の特徴は、
　①　内部告発によるマスコミなどへの通報があり、経営陣がその情報を十分に把握しないうちに、表面化　　
　して慣れない危機管理で後手に回ってしまうこと。
　②　不手際な対応によって混乱がますます拡大し、　溝に落ちた犬は叩く　というマスコミの執拗な追求で、
　トップがついに辞任に至るというパターンをたどっています。
　　これまでの例を見ても、マスコミの報道により店頭からの商品撤収をされたり、企業のブランドイメージが
　崩壊したりして、倒産を含めた企業存亡を招いています。
　　経営トップが、リーガルリスクについての意識欠如、とりわけ法的ルールに違反することから生ずる訴訟　
　への理解が薄いことも原因として挙げられます。 
　　リーガルリスクには、企業の対外的側面（社外リスク）と、対内的側面（社内リスク）の両面があります。　　
　　対内的な側面の大半は、人事・労務の法律に関連しており、サービス残業、リストラによる配転・解雇、
　上司のパワハラ、あるいはセクハラ、労災・職業病、過労死と過労自殺、パート労働者の賃金差別、等々　
　あります。　
　　これらを未然に回避するために、法的知識を身につけ、リーガルリスクをマネジメントできなければ益々
　　　高まる企業競争で淘汰されてしまいます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　◆未然防止対策として、留意すること
　創業の際に多くの会社は、社会に対しどのように貢献するか、どのような使命をもっているのか　につ
いて、経営理念に明確化されていることと思います。
　まだでしたら成文化に着手され、会社が社会に役立っているそのことを具体的に、また精神を従業員に伝えることが大事です。　　会社が、社会にとって存在価値のない場合には存続が難しくなります。　
　創業者・社長の思いを充分にかみ砕いて、見本などを丸写しするのではなく、自社に合った行動規範をつくることが重要です。　従業員が進む方向に迷ったときや、難題に直面したときに経営理念に照査して誤った方向に行かないで、的確な行動がとれるように行動指針(経団連企業行動憲章（1996年）などを参考に作成していれば、理解してもらえるのではないでしょうか
　ただ、実践が伴わないお題目だけでは意味がありませんから、経営トップや管理者が率先垂範し、望ましい組織風土や企業文化へと醸成させることが肝要です。
　朝会や経営会議等において常々徹底させることはもちろんのこと、社員教育・研修にあたっても、題材として行動指針を取り上げて行うことも効果が期待できると思います。
　また法令違反に対するペナルティーを就業規則に追記したり、昇進・昇給・賞与などの人事考課の際に考課要素として加えたりする方法も検討されてはいかがでしょうか。
　東大阪経営者協会が提携する専門スタッフの活用を、考えられる事も一つと思います。　　　　　　　　　　　　
　上司を経由せず、直接上層部へ通報する社内通報制度の確立も、トラブルを早い段階で察知し中止させるために、効果的です。
　“会社ぐるみの。。。”と言われないように諸対策を講じることが功を奏します。









